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平成 27年度第２回 静岡市犯罪等に強いまちづくり推進審議会会議録 

 

１ 日  時   平成 28年３月 18日（金） ９時 30分～11時 30分 

 

２ 場  所   札の辻ビル５階 審査会室３ 

 

３ 出 席 者   （委 員）遠藤礼子委員、木宮敬信委員（会長） 
望月一代委員、山本和生委員 

（事務局）伏見市民局次長（途中退席）、増田参与兼生活安心安全課長、勝

山課長補佐兼防犯・交通安全係長、遠藤副主幹、小島主任主事、

藤井主任主事  
４ 欠 席 者       天野早苗委員  
５ 傍 聴 者   なし  
６ 議  題 
第２次静岡市犯罪等に強いまちづくり基本計画目標値の見直しについて 

 

７ 会議内容 
（１）あいさつ   市民局次長 
（２）議事 
事 務 局  これより審議会規則に従い、会長に議事の進行をお願いいたします。 

 

木宮会長  「第１回審議会における委員意見に対する回答」について、事務局より報告があ
ります。 

事 務 局  【資料１－１、１－２】について説明 

木宮会長  防犯カメラについては補助金の申請がないということでよいか。 

事務局   市では商店街の環境整備事業に対し補助金を交付している。それに加え、国でも
商店街の防犯カメラやアーケードの整備に対し補助金を交付しており、平成 25年度、

26年度は、国の補助金を使い商店街が防犯カメラを設置した。国の補助は全体事業

費の７割、残る３割が市の補助の対象で、このうち３分の２を補助するため、残り

が商店街の自己負担となる。国の補助がない場合、全体事業費の３分の２が市の補

助対象で、残る 3分の１が商店街の負担となり、負担も大きくなる。 

平成 27年度は、国の補助が終わった関係もあり防犯カメラ設置の申請がないが、

アーケードの整備、街路灯の整備については補助している。 

木宮会長  商店街の予算もあることなので、負担する額の割合が大きくなると実際に設置で
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きない状況もあると思う。 

 

木宮会長  議題「第２次静岡市犯罪等に強いまちづくり基本計画目標値の見直し」について、
事務局から説明をお願いします。 

事務局   【資料２、３】について説明 

木宮会長  これまで平成 34 年の刑法犯認知件数 5,000 件以下を目標値としていたが、平成

27年の暫定値が 5,073件でほぼ目標を達成したという状況にある。静岡県も目標値

を変更し、さらに高い目標値としたことに合わせ、静岡市も 5,000 件から目標値を

下げていくこととしている。これについては様々な考え方、算出方法があり、事務

局案では平成 34年に 4,000件以下と設定した。これは静岡県が 27,000件を 23,000

件以下に目標値を見直ししたことを基に減少率で算出した案ということである。静

岡市だけの状況で考えればもう少し高い目標を設定することも可能ということであ

るが、これについて委員から意見はありますか。 

遠藤委員  目標値としては妥当だと思う。 

起きている犯罪の多くが自転車盗、オートバイ盗、万引き、車上ねらいであり、

これらは啓発していけば減らしていくことができる。平成 34年までにさらに 1,000

件減らすということは、目標としては設定しやすく、達成するためにも啓発という

形でわかりやすく進めていける。 

山本委員  数値については妥当だと思う。 

静岡市は他の政令市と比べ件数は低いが、それで安心し手を抜くと急に増える可

能性もある。オートバイ盗、自転車盗、万引きなど、どこでどのような手口の犯罪

が発生しているか、現状分析が必要である。 

特に自転車盗が多い。以前高校生を中心に自転車盗を防止するためスローガンを

募ったところ、「鍵をかける」というのが一番であった。ツーロックを呼びかけてい

るが、まずは鍵をかける、その上でツーロックという順序になると思う。最近テレ

ビで全国的にオートバイ盗が増えているというのを目にした。オートバイの鍵が粗

末なものであることが原因である。最近はもっと補強した新しい鍵が出回っており、

実際に役立つかどうか検証した上で勧めていくとうことも必要である。 

もう一つ、以前より放置自転車が減ったが、自転車盗がどこでどのような手口で

発生しているか現状分析し、それに対応し一歩先を行った防犯対策をやっていって

もらいたい。 

木宮会長  静岡県や警察が目標値を見直すにあたって、実際にどのような取り組みが効果的
で、目標を上回る成果が出たといった分析はあるのか。 

事務局   把握していないので警察にも確認していきたい。 

木宮会長  目標を 5,000件から 4,000件に変えるのであれば、これまでの取組のままで自然

減となるのか検討が必要である。それに合わせて取組も変えていかなければならな

い。 
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刑法犯の発生状況をみると窃盗犯で大きく減っているのが万引きだが、これも平

成 25年の数値に近づいたということである。窃盗犯自体の数は減っているが、実際

にどの辺が減ってきているのか。 

山本委員  窃盗犯が減っているのは静岡市だけでなく全国的な傾向である。全体の刑法犯に
占める窃盗犯の割合はそれほど減っていない。そのあたりの分析も必要である。 

木宮会長  減少傾向もどこかで頭打ちになってくると思う。       推移をみても清水区、葵区はかなり減っているが、駿河区は減っていない。駿河
区の件数が減らないと 4,000件の達成も難しい。 

山本委員  駿河区では自転車盗がどこで多く発生しているか把握しているか。 

事務局   平成 26 年の南署管内交番単位での自転車盗の発生状況をみると、高松が 67 件、

下川原 59件、稲川 49件、新川 46件、八幡 45件、小鹿 42件となっている。 

木宮会長  高価な自転車を転売目的で盗むのか、ただ単に足として借りる感覚で盗むのか、
自転車盗にも目的があると思う。盗まれた自転車がどの程度持ち主に返ってくるの

か、実際に返ってこない自転車がどの程度あるのかで、その目的もわかるのではな

いか。 

学生が草薙駅と瀬名キャンパスを自転車で移動しているが、大学内でも自転車盗

が多い。一人が誰かの自転車を盗めば、その盗まれた人が次の自転車を盗んでしま

うといったこともある。駅に行けば盗まれた自転車が置いてあることも多くあるよ

うで、警察に届けることも少ない。学生にしたらそれが日常的なことになっており、

鍵のかかっていない自転車を借りるという感覚で罪悪感、ハードルが低くなってき

ている。 

遠藤委員  静岡は自転車を多用する街であり、人の自転車を乗っていってしまうことに対す
るハードルが低い。それに焦点を合わせた啓発などが必要である。 

山本委員  今は一万円程度で自転車が買えるようになり、施錠する、決められた場所に駐輪
するといった自転車を大事にするといった観念が低くなってきている。盗まれたら

買えばいいという意識もあって発生が多くなっている。 

木宮委員  自転車盗がオートバイ盗などの犯罪の入り口になっていく。鍵をかける防犯も大
切だが、盗るという犯罪行為に対する意識があまりない。 

遠藤委員  万引きもそうだが、人の物を盗ることへのハードル、意識が低い。 

木宮会長  マナーの低下による自転車盗に対しては、サドルに鳥の糞のシールを貼ると盗ら
れないといった効果も出ている。この自転車が欲しいのではなく、ただ乗っていき

たい、どれでもいいという感覚であり、ちょっとした対策で防げる犯罪である。軽

微な犯罪も駄目という意識、モラルを上げる試みを増やしていかなければ目標の達

成も難しくなる。 

遠藤委員  振り込め詐欺も、啓発をしても被害が後を絶たないのは、やはり大人はあまり聞
いていないと感じる。子供のうちからマナー・ルールを徹底的に教え込むことも必

要である。 
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木宮会長  大人になってしまうと何かを伝え届けることは難しい。注意を聞いていない人は
一定数いる。興味のある人に情報は届くが、関心のない人には届かせる手段がない。

小中学校の義務教育できちんと教えることは将来役立つ。学校の中での取組が大切

である。防犯意識だけでなく、非行防止、自分がしないという観点で子供たちにア

プローチすることも必要である。 

遠藤委員  犯罪から自分の身を守るという対処方法を教えることが多いが、非行しないと教
えることは将来に向けて必要である。 

山本委員  今は商品が棚に山積みされており、盗ってくださいと言っているようなもの。悪
い事とはわかっているが、簡単に手に入るため、人の物を盗むことへの抵抗感がな

くなっている。人の物を盗むことがいけないということを自覚させなければならな

い。 

遠藤委員  低年齢ほど罪悪感がなくゲーム感覚で万引きをやってしまう。お小遣いで買える
ものを平気で盗み、トイレに持ち込んでしまうようである。コンビニには防犯カメ

ラが設置されているが、最近はトイレに防犯カメラを設置しようとするオーナーも

いるということを聞いた。 

木宮会長  物を盗ることがかっこいい、悪いことをしていることを自慢したいのである。 

遠藤委員  ツイッターなどＳＮＳで自分が目立つようなことがすぐ発信できる。誰かを驚か
せることがしたい、自慢したいという人が出てくる。社会環境、意識が大きく変わ

っている。 

木宮委員  人に褒められる良いことをして目立つことは難しいので、人がしないような悪い
ことで目立とうとする。目立ちたいという気持ちに答えるものがそれしかない。 

遠藤委員  それが 24時間いつでもできる状況にあり、子どもたちは私たちと違う感覚を持っ

ている。物があふれ色々な事が簡単にできるためハードルが低くなっている。 

望月委員  いじめの続きで万引きをさせられることもある。 

遠藤委員  それをわざと写真にとり、友だちの間でまわすこともある。 

木宮会長  小中学生の時に良い方向にもっていかないと将来的に違う犯罪に手を出してしま
うことも考えられる。 

山本委員  万引きも発生場所が分析できれば、店舗に私服のガードマンの配置などの対策を
講じてもらいたい。ただ、店舗側も万引きによる損害額もある程度想定しているよ

うである。 

遠藤委員  お金がない高齢者による万引きが増えてきたとのことだが、万引きの中で高齢者
の割合はどのくらいか。 

山本委員  お金がない高齢者というわけでない。どのくらいあるかはわからないが、氷山の
一角かもしれない。万引きの対象物が何かといった分析も有効かもしれない。 

遠藤委員  件数が減ってくれば、ピンポイントでの対策も可能ではないか。 

山本委員  団体や警察だけでなく、商店の協力など官民一体となった取組でないと効果は出
ない。 



 

5 

 

木宮会長  薬物犯罪の状況はどうか。 

事務局   薬物犯罪は特別法犯となり、刑法犯の 5,000件とは別となる。 

県下の状況として、覚せい剤は検挙件数が平成 25 年の 414 件から平成 26 年が

338件と 80件ほど減少、麻薬取締法による検挙は、平成 25年が 24件、平成 26年

は 9件、大麻取締法は平成 25年が 77件、平成 26年が 71件となっている。 

木宮会長  委員の意見をまとめると、目標値については提案のあった 4,000 件は妥当である

が、達成するためには、教育、モラル、マナーや軽微な犯罪に対する意識を高める

ことに力を入れていかなければならない。単に目標を掲げただけでなくこの数字が

達成できるよう新しい取組を検討していただきたい。今回の意見を参考に目標値の

見直しを進めて頂きたい。 

木宮会長  議題は以上となるので、進行を事務局へお返しする。 

 

事務局   「静岡市街頭防犯カメラの設置及び運用に関するガイドラインの策定」について
報告します。 

事務局   【資料４－１、４－２】について説明 

山本委員  定義に公共空間とあるが、自転車も車であり、駐車（輪）場としたほうがよいの
ではないか。       保存期間は原則として概ね１ヶ月としているが、概ねという表現は妥当か。区切
りをしっかりしたほうがよいのでは。 

事務局   ガイドラインは市民が防犯カメラを設置するにあたり守っていただきたい事項を
定めたものとなる。       １点目の駐輪場について、定義の「など」に含まれる。自治会・町内会からも防
犯カメラ設置の相談は寄せられている。説明にあたってはこうした注意点も含めて

説明していきたい。       保存期間の「概ね」という表記については、他都市のガイドラインを参考に、委
員会で防犯カメラ設置業者、大学教授、弁護士からも意見を伺い策定してきた。条

例、規則ではないため１ヶ月以内と強制はできない。他都市のガイドラインも同じ

ような表現をしている。警察も事件捜査に必要な記録が１～２週間以内との事であ

ることから、概ね 1ヶ月以内とした。これは画像データの消去とも関連している。

機器の性能も上がり、大量にデータを保存することは可能だが、古いデータは最低

１ヶ月を目途に消去していくというのが防犯カメラの管理の上で必要なことといわ

れている、その点を踏まえこのような表記とした。 

木宮会長  ガイドラインは今設置してあるカメラにも適用されるのか。 

事務局   既存のカメラについては、静岡県のガイドラインに基づき、銀行やコンビニ等に
設置されている。これから防犯カメラを設置するといった相談があればこのガイド

ラインを基にアドバイスしていく。 

木宮会長  ガイドラインができ、どこかに設置したいという話はあるのか。 
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事務局   以前から自治会・町内会から相談はあり、わかりやすくまとめたものはないかと
いった意見はあった。最終的には、Ｑ＆Ａを入れるなどわかりやすい形で市民へ示

していきたい。 

山本委員  市が設置した街頭防犯カメラはあるのか。 

事務局   防犯のため街頭に設置したものはない。公共施設、道路の維持管理、公園の安全
管理のため設置したものがある。駿府城公園で事件があった際に、犯罪防止と公園

の安全管理のため防犯カメラを設置した例はある。 

山本委員  ガイドラインの対象は。 

事務局   市民が防犯カメラを設置する際の注意事項をまとめたものとなる。市が設置する
カメラについては要綱に基づき設置、管理している。 

山本委員  駅南銀座商店街が設置した防犯カメラが事件解決に役立ったとのことであったが、
これは商店街が設置したものか。 

事務局   市の補助を受け、商店街が安全管理・施設管理のため設置したものとなる。 

木宮会長  学校への設置はどうなるのか。 

事務局   敷地内に向けての撮影であれば、施設管理が目的となるが、通学路に向けて撮影
となれば、このガイドラインの対象となる 

遠藤委員  県のガイドラインもそうだが、本人から画像提供の要請があった場合、第三者を
消去した形で提供することを規定している。実際には難しいことではないか。 

事務局   県のガイドライン、他の政令市も同じ表示をしている。申し出があった場合には
周りをモザイク加工するなどの対応をした上で提供することとなる。 

遠藤委員  モザイク加工をする過程を考えれば、難しいことである。業者に依頼し、業者に
も秘密保持を求めなければならない。 

事務局   本人の申し出に対し、設置者が提供するか否か判断することとなる。事件性があ
り捜査のため必要があれば、弁護士へ依頼し、例外規定として設置者が対応してい

くこととなる。 

遠藤委員  実際にどのように対処するのか疑問である。 

事務局   本人からの要請があれば、不特定多数の個人情報を消去した上で提供しなければ
ならないと表記している。 

遠藤委員  防犯カメラには色々な人が写っている。特定の一人だけを追って動画にモザイク
をかけた上で提供するのは手間と技術が必要である。       モザイク加工をしてまで本人に提供しなければならない状況は作らないほうがよ
いのではないか。本人から要請があった場合、どこまで対処できるか想定しなけれ

ばならない。 

事務局   そういった話があればケースで判断しなければならない。設置者から相談があっ
た場合は警察などにも相談して対応しなければならない。 

遠藤委員  これを議論の対象として重点を置いてもらいたい。 

木宮会長  特別な理由があれば、本人の同意の上見せなければならないが、このままだと理
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由がなくても見せなければならない。 

遠藤委員  管理者しか見ることができないとしているが、この部分が抜けている気がしてな
らない。 

山本委員  ガイドラインは罰則がないため、画像データの取扱いが重要になってくる。秘密
保持で第三者に漏らしてはならないとしている。この場合、個人情報保護法で告訴

することになるのか。 

事務局   設置者が悪意をもって漏洩させた場合、刑法、民法で警察に申告することになる
と思われる。 

山本委員  防犯カメラはプライバシー侵害の問題があるため敬遠されてきたところもある。 

事務局   ガイドラインはプライバシーの保護を前提にカメラの設置を推進していくもので
ある。 

山本委員  最近、防犯カメラの有効性も市民に理解されてきた。カメラの設置について賛成
の意見も増えている。適切な管理がされず、プライバシー侵害といった問題となれ

ば反響も大きい。設置者には強く指導し、十分に注意してもらいたい。 

 

事務局   「平成 28年度通話録音装置等の普及促進事業」について報告します。 

事務局   【資料５】について説明 

木宮会長  着信して警告する装置はないか。 

事務局   録音することを警告する装置はあるが、着信してただ警告だけという装置は聞い
たことがない。 

木宮会長  摘発することを考えると、悪質業者だとわかっていて、あえて引っかかったふり
をするのも有効な手立てだと思う。拒否ではまた違う番号からかかってくる。 

事務局   様々な電話機が普及しており、録音記録する機器の中には警告を流さないことを
選択できる機器も出てきている。電話がかかってきて困っている方に貸し出す機器

はそれを選択できるものを購入する予定である。警視庁とメーカーが共同で開発し、

高音質で録音できるものである。 

木宮会長  2 万 5,000 件ほどの悪質業者が登録されている。そこからかかってきたことが分

かった上で電話に出て録音することが一番効果的と思う。これは全部の通話を録音

するのか。 

事務局   基本的にはすべての通話を自動録音する。機種によっては登録した番号は録音し
ないというものもあり、機器には金額や録音時間も幅がある。警告することで、効

果があると考える。 

木宮会長  100 台でどれだけ効果が出るか。こういうことをやっていると業者にも知らせる

ことが大切である。 

事務局   県警でも普及させたいとＰＲしている。静岡で普及してくれば業者の間でも広ま
り静岡を遠慮するようになるとのことである。 

高齢者は騙されたふりをするのは恐怖感があるようである。接触させないように
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するほうがよいのではないか。 

遠藤委員  普及すれば機器の価格も下がってくる。 

事務局   こういったものがあることを周知していきたい。 

事務局   報告事項は以上となる。 

 

（３）閉会 


